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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１.連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 大森屋（上海）貿易有限公司

２.連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の大森屋（上海）貿易有限公司の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、当該子会社の2019年９月30日現在で実施した仮決算に基づく

計算書類を使用しております。

３.会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

総平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・原材料・仕掛品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）

貯蔵品

最終仕入原価法

（2） 重要な固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法）を採用し、在外連

結子会社については、定額法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を

計上しております。
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③ 役員退職慰労引当金
当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

したが、2018年12月20日開催の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、在
任期間に対応する役員退職慰労金を打切り支給することといたしました。
これに伴い、当連結会計年度において「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打切り支給額

の未払い分を固定負債の「長期未払金」として表示しております。
（4） 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
することとしております。

（5） その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、

「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）
を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は
固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,834,012千円
2. たな卸資産の内訳

製品 860,893千円

仕掛品 184,469千円

原材料及び貯蔵品 4,457,276千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 5,098,096株

2. 剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額等

2018年12月20日開催の第65回定時株主総会において、次のとおり決議しております。
① 配当金の総額 76,073千円

② １株当たり配当額 15円

③ 基準日 2018年９月30日

④ 効力発生日 2018年12月21日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
2019年12月19日開催の第66回定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

① 配当金の総額 76,073千円

② １株当たり配当額 15円

③ 配当の原資 利益剰余金

④ 基準日 2019年９月30日

⑤ 効力発生日 2019年12月20日
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（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、資金調達については銀

行等金融機関からの借入によっております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金に係わる信用リスクは、販売管理規程及び売掛債権管理に

関する細則に沿ってリスク低減を図っております。

投資有価証券は全て株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し

ております。

営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は主に２ケ月以内の支払期日であります。

長期借入金は、主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リ

スクに晒されております。また、流動性リスクに晒されておりますが、適切に資金繰計画を作成

することなどの方法により管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。
2. 金融商品の時価等に関する事項

2019年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません

（（注）2.参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現 金 及 び 預 金 1,556,799 1,556,799 ―

(2) 受取手形及 び 売 掛 金 2,907,767 2,907,767 ―

(3) 投 資 有 価 証 券
( そ の 他 有 価 証 券 )

348,987 348,987 ―

資 産 計 4,813,554 4,813,554 ―

(1) 支払手形及 び 買 掛 金 729,240 729,240 ―

(2) 未 払 金 910,653 910,653 ―

(3) 長 期 借 入 金 （※） 302,500 302,500 ―

負 債 計 1,942,393 1,942,393 ―

（※）１年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めております。

(注) 1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。
(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
負 債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。
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(3) 長期借入金
長期借入金の時価については、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似してい

ると考えられることから、当該帳簿価額によっております。
2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 11,880

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること
から、資産の「（3) 投資有価証券（その他有価証券）」には含めておりません。

3. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内（千円）

現 金 及 び 預 金 1,556,799

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 2,907,767

合 計 4,464,566

（賃貸等不動産に関する注記）

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 2,039円49銭

2. １株当たり当期純利益 45円79銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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個 別 注 記 表
　

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

総平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 製品・原材料・仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）

② 貯蔵品

最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

(3) 長期前払費用

均等償却

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上してお

ります。

(3) 退職給付引当金

社員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。
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② 数理計算上の差異の処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

準社員については、簡便法により規程に基づく期末要支給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

したが、2018年12月20日開催の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、在

任期間に対応する役員退職慰労金を打切り支給することといたしました。

これに伴い、当事業年度において「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打切り支給額の未

払い分を固定負債の「長期未払金」として表示しております。

4. 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。貸借対照表上、退職給付債務に未認

識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を加減した額から、年金資産の額を控除した額を退

職給付引当金に計上しております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、
「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）
を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定
負債の区分に表示する方法に変更しております。

（貸借対照表に関する注記）

1. 関係会社に対する短期金銭債権

2. 関係会社に対する長期金銭債権

3. 有形固定資産の減価償却累計額

3,116千円

45,000千円

3,834,012千円

（損益計算書に関する注記）

　関係会社との取引高 売上高 14,342千円

仕入高 25,431千円

受取利息 224千円

　

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 26,520株
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 26,416千円

退職給付引当金 92,091千円

長期未払金 13,478千円

関係会社出資金評価損 30,094千円

貸倒引当金 14,535千円

その他 17,235千円

繰延税金資産小計 193,850千円

評価性引当額 △60,250千円

繰延税金資産合計 133,599千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 42,199千円

繰延税金負債合計 42,199千円

繰延税金資産の純額 91,400千円

　

（関連当事者との取引に関する注記）

記載すべき重要な取引はありません。

　

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 2,040円88銭

2. １株当たり当期純利益 46円31銭

　

（重要な後発事象に関する注記）

　 該当事項はありません。
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